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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
 

１【主要な経営指標等の推移】 
(1）連結経営指標等 

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自 平成13年 
４月１日 

至 平成13年 
９月30日 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成14年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成13年 
４月１日 

至 平成14年 
３月31日 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成15年 
３月31日 

売上高（千円） 21,064,420 14,094,745 11,842,135 36,898,519 29,055,939 

経常利益（千円） 1,884,716 919,396 733,373 2,829,766 1,721,900 

中間(当期)純利益（千円） 1,154,005 495,588 26,001 1,647,384 192,064 

純資産額（千円） 15,478,562 15,725,449 15,314,006 16,053,295 15,430,280 

総資産額（千円） 22,617,228 21,596,215 20,171,063 20,712,935 19,996,052 

１株当たり純資産額（円） 629.75 645.06 628.19 653.14 632.95 

１株当たり中間(当期)純利益 
（円） 46.95 20.19 1.07 67.02 7.85 

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 68.4 72.8 75.9 77.5 77.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 2,317,148 △89,859 1,192,295 6,021,482 2,054,874 

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） △128,890 △691,706 33,294 △961,482 △828,183 

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） △1,011,741 △707,837 32,995 △990,959 △683,242 

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（千円） 2,909,367 4,302,962 7,392,791 5,818,869 6,337,127 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］
（人） 

217 
［30］

258 
［44］

240 
［22］

245 
［35］

255 
［38］

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益について、第12期中及び第12期は潜在株式が存在しない

ため、また第13期中、第13期及び第14期中は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 
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(2）提出会社の経営指標等 

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自 平成13年 
４月１日 

至 平成13年 
９月30日 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成14年 
９月30日 

自 平成15年 
４月１日 

至 平成15年 
９月30日 

自 平成13年 
４月１日 

至 平成14年 
３月31日 

自 平成14年 
４月１日 

至 平成15年 
３月31日 

売上高（千円） 19,858,257 13,046,435 11,046,770 34,649,295 27,172,974 

経常利益（千円） 1,815,806 891,579 843,561 2,728,234 1,954,999 

中間（当期）純利益（千円） 842,857 508,253 322,871 1,339,750 367,321 

資本金（千円） 4,840,313 4,840,313 4,840,313 4,840,313 4,840,313 

発行済株式総数（株） 24,661,017 24,661,017 24,661,017 24,661,017 24,661,017 

純資産額（千円） 15,242,645 15,521,809 15,497,063 15,808,784 15,388,609 

総資産額（千円） 21,358,948 20,368,848 19,569,029 19,581,927 19,039,698 

１株当たり中間（年間）配当
額（円） － － － 10.00 10.00 

自己資本比率（％） 71.4 76.2 79.2 80.7 80.8 

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］ 
（人） 

142 
［22］

171 
［30］

171 
［16］

166 
［27］

171 
［24］

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社の１株当たり情報については、第五号様式記載上の注意(4）ｂただし書に基づき省略しており

ます。 
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２【事業の内容】 
 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

 

３【関係会社の状況】 
 当中間連結会計期間において、次の連結子会社が解散しております。 

名称 住所 資本金 
（千円） 主要な事業の内容 議決権の所有割合（％） 関係内容 

（連結子会社） 
 
Digital Image,Inc. 

アメリカ合衆国
カルフォルニア
州 

416,900 システム事業 87.1 

当社システム製品
及び関連商品を北
米にて販売及びサ
ポートをしており
ます。 

 （注） 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

 

４【従業員の状況】 
(1）連結会社の状況 

 平成15年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ＬＳＩ事業 73 ［―］ 

システム事業 119 ［６］ 

全社（共通） 48 ［16］ 

合計 240 ［22］ 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員）は

［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し

ているものであります。 

３．従業員数には、平成15年９月30日付で退職する早期退職優遇制度の導入に伴う自己都合退職者が34名含

まれております。 

 

(2）提出会社の状況 

 平成15年９月30日現在 

従業員数（人） 171 ［16］ 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）

であり、臨時雇用者数（アルバイト、人材会社からの派遣社員）は［ ］内に当中間会計期間の平均人

員を外数で記載しております。 

２．満60才定年制を採用しております。但し、会社が必要と認めた場合は嘱託として期限を定めて再雇用す

ることがあります。 

 

(3)労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 
(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や設備投資が輸出主導による緩やかな回復基調にある

ものの、依然として厳しい雇用情勢や消費低迷が継続しており、不況色の濃い状況で推移いたしました。 

 また、当社グループが属する電子機器業界におきましても、一部デジタルテレビやデジタルカメラ等の民生

用映像機器や、携帯電話の市場の拡大が見られたものの、電子機器業界全体の市場は前年比微増という状況で

推移いたしました。 

 このような状況下におきまして、当社グループでは、当社の事業基盤である顧客専用ＬＳＩ（ＡＳＩＣ）に

加えて、画像の圧縮伸張や音声・音楽の圧縮伸張、通信等の当社の独自技術を競争力とした特定用途向ＬＳＩ

（ＡＳＳＰ）及び当社システムＬＳＩを搭載した独創的なシステム製品の開発及び販売に注力してまいりまし

た。 

 特に、映像、音声、音楽等のメディアのデジタル化と、ブロードバンドネットワークや第３世代携帯電話網

の普及により、情報通信分野における当社グループの活躍の場が拡大しており、これら成長分野に向けてデジ

タルカメラ向けシステムＬＳＩや第３世代携帯電話向けシステムＬＳＩ、リッチメディア情報（映像、グラ

フィクス、音声、音楽、テキスト等を複合した情報）を活用するコミュニケーション機器等のシステム製品の

開発と販売を積極的に進めてまいりました。 

 しかしながら、当社グループの事業を取り巻く環境が想定以上に厳しい状況で推移し、連結ベースでの売上

高は118億４千２百万円（前年同期比16.0％減）、経常利益は７億３千３百万円（同20.2％減）、中間純利益

は２千６百万円（同94.8％減）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① ＬＳＩ事業 

 顧客専用ＬＳＩ（ＡＳＩＣ）につきましては、ゲームソフトウェア格納用ＬＳＩ（カスタムマスクＲＯ

Ｍ）が堅調に推移したものの、ゲーム機本体や周辺機器向けのシステムＬＳＩの需要が低下したことにより、

連結売上高は76億５千５百万円（前年同期比23.4％減）となりました。一方、特定用途向ＬＳＩ（ＡＳＳ

Ｐ）につきましては、ワイヤレス通信用ＬＳＩの需要が低下したものの、デジタルスチルカメラ用１チップ

ＬＳＩ、ＡＶ機器向けのＬＳＩ、第３世代携帯電話向けの画像・音声・通信処理用ＬＳＩの需要が堅調に推

移したため、連結売上高は26億２千４百万円（同25.1％増）となりました。以上の結果、その他ＬＳＩを含

めましてＬＳＩ事業全体の連結売上高は102億８千万円（同15.1％減）、営業利益は16億９千２百万円（同

8.5％減）となりました。 

② システム事業 

 産業用システムにつきましては、セキュリティ・モニタリング分野における設備投資の低迷が継続し、当

該分野向けのデジタル画像記録・伝送システムの需要も低調に推移しましたが、新製品投入効果により連結

売上高は８億１千６百万円（前年同期比14.5％増）となりました。一方、民生用システムにつきましては、

ネットワークカメラ、リッチメディアコミュニケーション端末等の大口顧客向けの受注活動に注力してきま

したが、連結売上高は８百万円（同98.0％減）にとどまりました。以上の結果、その他システムに分類して

おります株式会社メガフュージョン（平成15年10月30日付で株式会社メガチップスシステムソリューション

ズへ商号変更）が独自に取り組んでおります事業を含めまして、システム事業全体の連結売上高は15億６千

１百万円（同21.5％減）、営業損失は３億９千７百万円（同3.3％減）となりました。 
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(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は税金等調整前中

間純利益が７千６百万円（前年同期比91.6％減）にとどまったものの、運転資本が前年同期より30億１千万円

の減少したこと等により、前中間連結会計期間末に比べ30億８千９百万円増加（同71.8％増）し、73億９千２

百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 営業活動の結果獲得した資金は、11億９千２百万円（前年同期は８千９百万円の使用）となりました。これ

は、税金等調整前中間純利益が７千６百万円（前年同期比91.6％減）にとどまったものの、たな卸資産が11億

９千７百万円減少したこと等によるものであります。 

 投資活動の結果獲得した資金は、３千３百万円（前年同期は６億９千１百万円の使用）となりました。これ

は、関係会社の清算による収入が１億３千万円あったことによるものであります。この結果、営業活動による

キャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合算したフリー・キャッシュ・フローは12億２千

５百万円の獲得（前年同期は７億８千１百万円の使用）となりました。 

 財務活動の結果獲得した資金は、３千２百万円（前年同期は７億７百万円の使用）となりました。これは、

短期借入金が２億７千５百万円増加したこと等によるものであります。 

 （注） 運転資本は、売掛金＋受取手形＋たな卸資産―買掛金で算出しております。 

 

２【生産、受注及び販売の状況】 
(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ＬＳＩ事業 10,270,175 
（9,089,305） 84.7 

システム事業 934,289 
（    －） 75.1 

合計 11,204,464 
（9,089,305） 83.9 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．（ ）内は、外注による製品仕入相当額であり内数表示しております。 

 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間における商品仕入実績は、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ＬＳＩ事業 86 1.1 

システム事業 444,094 84.1 

合計 444,180 82.9 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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(3）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

ＬＳＩ事業 9,099,700 68.0 1,022,329 55.9 

システム事業 811,245 61.7 122,978 102.9 

合計 9,910,945 67.5 1,145,308 58.7 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ＬＳＩ事業 10,280,655 84.9 

システム事業 1,561,479 78.5 

合計 11,842,135 84.0 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 相手先 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

任天堂㈱ 11,178,905 79.3 8,458,390 71.4 

 

３【対処すべき課題】 
 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更

はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 
 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約は次のとおりであります。 

株式の交換 

 当社と株式会社メガフュージョンは、当社グループを純粋持株会社体制へ移行し、ＬＳＩ事業、システム事業、

オーディオ事業をそれぞれ完全子会社として再編成することを目的として、平成15年５月15日に株式交換契約を

締結し、同年６月24日開催の定時株主総会において株式交換契約書が承認されました。 

 株式交換の概要は、次のとおりであります。 

(1）株式交換の内容 

 当社を完全親会社とし、株式会社メガフュージョンを完全子会社とします。 

(2）株式交換の日：平成15年10月１日 

(3）交換比率 株式会社メガフュージョンの普通株式１株につき当社の株式166株の割合をもって割当交付しま

す。 

 なお、株式交換により増加する発行済株式数、株式会社メガフュージョンの概要等については、「第５ 経理

の状況 １中間連結財務諸表等 (1）中間連結財務諸表（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。 
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新設分割 

 当社は、平成15年12月９日開催の取締役会において、平成16年４月１日付で新設分割（物的分割）の方法によ

り設立する株式会社メガチップスＬＳＩソリューションズに、当社のＬＳＩ事業部門を承継させることに関する

会社分割計画書の承認を決議しております。 

 会社分割の概要は、次のとおりであります。 

(1）当社は、ＬＳＩ事業部門の営業を新設会社株式会社メガチップスＬＳＩソリューションズ（以下、「新会

社」という）に承継させるため新設分割を行う。 

(2）新会社は、分割に際して普通株式10,000株を発行し、その全部を当社に割り当てる。 

(3）新会社の資本金及び資本準備金は、次のとおりとする。 

① 資本金          500,000,000円 

② 資本準備金        商法第288条ノ２第１項第３号ノ２の超過額 

(4）新会社は、分割に際し、次の権利義務を承継する。 

① 本件営業に関する資産、負債及びこれに付随する一切の権利義務 

② 分割期日において本件営業部門に在籍する者の労働契約上の地位 

(5）分割期日は平成16年４月１日とする。ただし、分割手続進行上の必要性その他の事由により、これを変更す

ることができる。 

(6）競業避止義務の取り扱い 

 当社は、新会社が承継する営業について商法第25条に基づく競業避止義務を負わない。 

(7）天災地変その他の事由により、本件営業及び本件営業に属する財産に重大な変動が生じたときは、当社は、

本計画書を変更しまたは分割を中止することができる。 

 

吸収分割 

 当社は、平成15年12月９日開催の取締役会において当社システム事業部門を株式会社メガチップスシステムソ

リューションズに会社分割により移管する決議を行い、株式会社メガチップスシステムソリューションズと吸収

分割に関する契約を締結しました。 

 会社分割の概要は、次のとおりであります。 

(1）会社分割の目的 

 当社のシステム事業部門を株式会社メガチップスシステムソリューションズに統合することにより当該事業

に関する製造・販売組織を一体化し、意思決定の迅速化、シナジー効果を含む経営効率の向上及び収益の拡大

を図り、グループ全体の新たな付加価値を創造する。 

(2）会社分割の方法 

 当社のシステム事業部門を株式会社メガチップスシステムソリューションズに承継させる吸収分割とする。 

(3）分割期日 

 平成16年４月１日 

 ただし、分割手続進行上の必要性その他の事由により、これを変更することができる。 

(4）分割に際して発行する株式及び割当 

 株式会社メガチップスシステムソリューションズは、分割に際して普通株式22,600株発行し、そのすべてを

当社に割り当てる。 

(5）株式会社メガチップスシステムソリューションズは、分割に際し、次の権利義務を承継する。 

① 本件営業に関する資産、負債及びこれに付随する一切の権利義務 

② 分割期日において本件営業部門に在籍する者の労働契約上の地位 

(6）分割するシステム事業部門の経営成績 

 
平成15年９月中間期 

（百万円） 

売上高 766 

売上総利益 65 

営業利益 △300 
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(7）分割する資産、負債の項目及び金額（平成15年９月30日現在） 

資産 金額（百万円） 負債 金額（百万円） 

流動資産 726 流動負債 189 

固定資産 184 固定負債 － 

合計 911 合計 189 

(8）株式会社メガチップスシステムソリューションズの概要 

代 表 者 代表執行役社長 肥川 哲士 

住  所 東京都千代田区一番町17番地６ 

資 本 金 646百万円 

事業内容 システム製品の販売・サポート・システムインテグレーション、リッチメディアサービス、オー

サリングシステムの販売 

業  績 平成15年３月期 

売上高   3,626百万円   資産合計  2,311百万円 

営業損失   205 〃    負債合計  1,152 〃 

当期純損失  332 〃    資本合計  1,159 〃 

 

新設分割 

 当社の連結子会社である株式会社メガチップスシステムソリューションズは、平成15年12月９日開催の取締役

会において、平成16年４月１日付で新設分割（人的分割）の方法により設立する株式会社カメオインタラクティ

ブに、株式会社メガチップスシステムソリューションズのオーディオオーサリング事業部門の営業を承継させる

ことに関する会社分割計画書の承認を決議しております。 

 会社分割の概要は、次のとおりであります。 

(1）株式会社メガチップスシステムソリューションズは、オーディオオーサリング事業部門の営業を新設会社株

式会社カメオインタラクティブ（以下、「新会社」という。）に承継させるため新設分割を行う。 

(2）新会社は、分割に際して普通株式5,000株を発行し、その全部を当社に割り当てる。 

(3）新会社の資本金及び資本準備金は、次のとおりとする。 

① 資本金          250,000,000円 

② 資本準備金        商法第288条ノ２第１項第３号ノ２の超過額 

(4）新会社は、分割に際し、次の権利義務を承継する。 

① 本件営業に関する資産、負債及びこれに付随する一切の権利義務 

② 分割期日において本件営業部門に在籍する者の労働契約上の地位 

(5）分割期日は平成16年４月１日とする。ただし、分割手続進行上の必要性その他の事由により、これを変更す

ることができる。 

(6）競業避止義務の取り扱い 

 株式会社メガチップスシステムソリューションズは、新会社が承継する営業について商法第25条に基づく競

業避止義務を負わない。 

(7）天災地変その他の事由により、本件営業及び本件営業に属する財産に重大な変動が生じたときは、株式会社

メガチップスシステムソリューションズは、本計画書を変更しまたは分割を中止することができる。 

 

５【研究開発活動】 
 当社グループは、「画像・音声・通信分野のシステムＬＳＩ、システム製品及び当該システム製品を利用した

リッチメディアサービスを提供すること」を方針として掲げ、研究開発を積極的に進めております。技術革新が

激しい情報通信分野において、競争優位性を高め維持するため、この分野におけるＬＳＩ開発の知識とシステム

の知識を併せ持つ技術者が顧客やマーケットの要求をいち早く的確に把握し、独創的なアルゴリズム（データの

処理手順あるいは手続きや処理方法）やアーキテクチャ（アルゴリズムを実現するためのソフトウェアやハード

ウェア構成）を開発することにより、製品の競争力と独自性の確保を図っております。 

 また、経営戦略上、特許権等の工業所有権による知的所有権の保護を重視しております。当中間連結会計期間
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末における工業所有権の取得件数は特許権79件、実用新案権４件、商標権56件であり、出願件数は特許権438件、

商標権１件であります。 

 現在の研究開発は当社グループの技術部門においてＬＳＩ事業、システム事業に関連する以下の課題を中心に

進めており、研究開発スタッフはグループ全体で121名にのぼり、これはグループ総従業員の約50％に該当して

おります。 

・基礎技術の研究開発：画像圧縮伸張、音声及び音楽圧縮伸張、画像処理、通信処理に関するアルゴリズム、

アーキテクチャ開発 

・システムＬＳＩ製品開発：ゲーム機等のエンターテインメント機器向けＬＳＩ、携帯電話や携帯情報端末向

けＬＳＩ、デジタル放送対応オーディオ・ビジュアル機器向けＬＳＩやデジタル

スチルカメラ用ＬＳＩ等の画像音声処理、通信処理用ＬＳＩ等 

・システム製品開発：デジタル映像記録システム、デジタル映像伝送サーバー、ブロードバンド対応のコミュ

ニケーションシステム等 

 当中間連結会計期間における研究開発の目的、主要課題、研究開発成果は次のとおりであります。なお、当中

間連結会計期間における事業の種類別セグメント別の研究開発費につきましては、ＬＳＩ事業が４億１千３百万

円、システム事業が２億２千２百万円で総額６億３千６百万円となっております。 

 

(1）ＬＳＩ事業 

 ＬＳＩ事業におきましては、画像・音声・通信分野の研究開発に経営資源を集中させ、ゲーム機等のエン

ターテインメント機器をはじめ、携帯電話及び携帯情報端末等のモバイル機器、デジタルテレビ関連機器、画

像記録装置であるデジタルスチルカメラ等にターゲットをしぼり、システムの知識とＬＳＩの知識を融合する

ことで、これらの機器が抱える課題を解決するシステムＬＳＩ製品の開発を実施しております。システムＬＳ

Ｉ製品は、特定の顧客向けの専用製品（顧客専用ＬＳＩ：ＡＳＩＣ）と顧客は限定せず特定の機器に対して機

能及び性能を最適化した製品（特定用途向ＬＳＩ：ＡＳＳＰ）とに大別しております。当中間連結会計期間の

ＬＳＩ事業における顧客専用ＬＳＩ及び特定用途向ＬＳＩ並びに基礎技術開発の主要な研究開発成果は、以下

のとおりであります。 

 

① 顧客専用ＬＳＩ 

イ．任天堂㈱製ゲームボーイアドバンス向けゲームソフトウエア格納用ＬＳＩの開発 

 任天堂携帯ゲーム機であるゲームボーイアドバンス向けに汎用インターフェース機能内蔵256メガ

ビットの大容量、低消費電力ゲームソフトウエア格納用ＬＳＩを製品化しました。 

 

② 特定用途向ＬＳＩ 

イ．低消費電力デジタルスチルカメラ用１チップＬＳＩの開発 

 デジタルスチルカメラに必要な機能を１チップに集積した高性能システムＬＳＩのシリーズ展開とし

て、省電力化と機能アップを図ったシステムＬＳＩを開発いたしました。本LSIは64Mega pixelまでの

画像センサーに対応し、高性能且つ低価格なデジタルスチルカメラが実現可能であります。 

ロ．高性能第３世代携帯電話向けの画像・音声・通信処理用ＬＳＩの開発 

 既に開発済みである第３世代携帯電話に必要なデータ処理機能を１チップに集積したＲＳＯＣ ＬＳ

Ｉ（ＲＳＯＣ：Rich-media Service On Chip）の第２世代となるＬＳＩ（ＲＳＯＣ２）を開発いたしま

した。これは第３世代携帯電話や携帯情報端末において要求されている機能をＲＳＯＣ１から格段に向

上させたものであり、既存のＲＳＯＣ１のＶＧＡサイズの10倍以上となる４Mega pixelまでの静止画像

の処理が可能、色々な画像編集が可能な画像処理機能を内蔵、さらに次世代の画像圧縮と言われるＨ２

６４も対応するなど、機能性能共かなり進化させております。又、ＲＳＯＣ１ ＬＳＩと比較して、さ

らなる低消費電力化を実現しており消費電力を約1/3に低減しております。 

ハ．ＯＦＤＭ復調用ＬＳＩの開発 

 日本の地上波デジタルテレビ放送の変調方式であるＯＦＤＭ復調用ＬＳＩ向けのアルゴリズム及び

アーキテクチャを完成し、プロトタイプのＬＳＩを開発いたしました。現在、当該プロトタイプＬＳＩ

の性能評価を完了し、ＨＤＴＶ受信が可能な13セグメント全受信対応のＯＦＤＭ復調用ＬＳＩと、移動

体向け１セグメント部分受信対応のＯＦＤＭ復調用ＬＳＩの２製品を開発しており、近々に量産版のサ



－  － 
 

 

10

ンプル出荷を予定しております。 

 

③ 基礎技術開発 

イ．ＪＰＥＧ２０００対応アーキテクチャの研究 

 現在、インターネットなどで標準的に採用されている静止画の画像圧縮伸張方式としてＪＰＥＧがあ

ります。このＪＰＥＧより優れた性能であるＪＰＥＧ２０００をＬＳＩ化するためのアーキテクチャの

研究を実施いたしました。本技術は、次世代のデジタルスチルカメラやセキュリティ分野への応用を予

定しております。 

ロ．Ｈ２６４アルゴリズムの研究 

 今後、携帯電話網やインターネット網で動画を用いた通信用途に有望視されている動画圧縮伸張の標

準方式である、Ｈ２６４のアルゴリズムの開発を行っております。本技術を用いてＲＳＯＣ２ ＬＳＩ

にデコーダー機能を搭載しましたが、さらなる性能向上を目指して開発中であります。 

ハ．デジタルスチルカメラ用画像処理アルゴリズムの研究 

 現在、デジタルスチルカメラは画素数競争が一段落し、一眼レフの低価格化もあり画像処理が各社の

カメラの差別化のポイントになってきております。当社ではこの差別化になり得る画像処理アルゴリズ

ムを研究しております。 

 

(2）システム事業 

 システム事業におきましては、主に産業やビジネス分野で使用される産業用システムの開発、主に家庭や個

人で使用される民生用システムの開発を実施しております。産業用システムといたしましては、セキュリ

ティ・モニタリング分野及びビジネスコミュニケーション分野、民生用システムといたしましては、ブロード

バンドネットワークを利用するリッチメディアコミュニケーション分野の技術及び製品開発を実施しておりま

す。当中間連結会計期間のシステム事業における産業用システム及び民生用システムの主要な研究開発成果は、

以下のとおりであります。 

 

① 産業用システム 

イ．新圧縮方式のデジタルビデオレコーダの開発 

 セキュリティ・モニタリング分野において監視カメラの映像を記録するアナログ方式の間欠記録ビデ

オに替わる製品として、映像をハードディスクにデジタル記録するデジタルビデオレコーダを開発・販

売しております。 

 当中間連結会計期間においては、セキュリティ・モニタリング分野向けに、当社独自開発の新しい画

像圧縮方式を採用したデジタルビデオレコーダの開発を行っております。本件においては、セキュリ

ティ・モニタリング分野向けの当社従来システム製品に採用していた独自の画像圧縮伸張方式の高解像

度で高画質という特色を維持し、データの圧縮効率を飛躍的に高めた新画像圧縮伸張方式を開発し、当

該デジタルビデオレコーダに搭載いたします。 

ロ. 機械警備用画像伝送システムの開発 

 機械警備用途における画像伝送システムを開発しております。本製品は当社の開発した画像処理用の

システムＬＳＩを搭載することにより、小型高性能を実現しております。 

 

② 民生用システム 

イ．ＭＰＥＧ４ネットワークカメラの開発 

 ＭＰＥＧ４画像圧縮方式を採用したネットワークカメラの展開として、携帯電話環境との親和性を高

めるためＲＴＰプロトコル及びＪＡＶＡサブレット実装の技術開発を実施し、当該技術を搭載すると共

にカメラ性能を向上したネットワークカメラを開発しております。本ネットワークカメラは、既存製品

と比較して、各携帯キャリアの携帯電話との接続性確保の実現に加えて、機能・性能の向上を実現でき

ます。 
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第３【設備の状況】 
 

１【主要な設備の状況】 
 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２【設備の新設、除却等の計画】 
 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却は、次のとおりであります。 

(1）提出会社 

     平成15年９月30日現在

帳簿価額 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 設備の内容 建物 

（千円） 
その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

除却時期 

本店 
（大阪市淀川区） 

会社統括業務 
ＬＳＩ事業 
システム事業 

管理・販売・ 
研究・開発 
業務施設 

7,919 3,967 11,886 平成15年12月 

松山オフィス 
（愛媛県松山市） システム事業 研究・開発 

業務施設 2,921 2,692 5,613 平成15年11月 

 

(2）国内子会社 

    平成15年９月30日現在 

帳簿価額 

会社名 事業所名 
（所在地） 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の内容 建物 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

除却時期 

㈱メガフュー
ジョン 

大阪オフィス 
(大阪市淀川
区) 

システム
事業 

管理・販売・ 
開発業務施設 14,711 2,658 17,369 平成15年10月 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 
(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成15年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成15年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 内容 

普通株式 24,661,017 25,939,217 東京証券取引所 
市場第一部 － 

計 24,661,017 25,939,217 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年４月１日～ 
平成15年９月30日 － 24,661,017 － 4,840,313 － 5,936,081 

 （注） 平成15年10月１日に株式会社メガフュージョンとの株式交換により、発行済株式総数が1,278,200株、資

本準備金が245,219千円それぞれ増加しております。 
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(4）【大株主の状況】 
  平成15年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社シンドウ 大阪府豊中市待兼山町15-16 2,250 9.12 

松岡 茂樹 大阪府吹田市藤白台4-21-11 1,812 7.34 

進藤 晶弘 大阪府豊中市待兼山町15-16 1,519 6.15 

進藤 律子 大阪府豊中市待兼山町15-16 1,097 4.44 

林 能昌 兵庫県三田市けやき台5-17-5 668 2.70 

高田 明 神戸市灘区篠原南町3-5-19 616 2.49 

進藤 典子 大阪府豊中市待兼山町15-16 527 2.14 

青木 未佳 兵庫県芦屋市岩園町34-15 526 2.13 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 東京都港区浜松町2-11-3 479 1.94 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 東京都中央区晴海1-8-11 438 1.77 

計 － 9,933 40.28 

 （注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数

のうち、信託業務に係る株式数は日本マスタートラスト信託銀行株式会社479千株、日本トラスティ・

サービス信託銀行株式会社438千株であります。 

２．下記のとおり大量保有変更報告書（証券取引法第27条の26第２項の規定に基づく報告書）の提出を受け

ております。当社として当中間期末現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の

状況には含めておりません。 

なお、大量保有変更報告書の内容は次のとおりであります。 

(1）提出日：平成14年８月15日 

 常任代理人： 株式会社三菱東京フィナンシャル・グループ  

 提出者及び保有株式数： 株式会社東京三菱銀行 (361,700株) 

  東京三菱証券株式会社 (6,000株) 

  三菱信託銀行株式会社 (820,100株) 

  三菱信アセットマネジメント株式会社 (1,000株) 

 共同保有者保有株式数： 上記提出者４社合計 (1,188,800株) 

 

３．平成15年10月２日に提出されました大量保有変更報告書によりますと、松岡茂樹氏が共同保有者として

保有する株式数は松岡明子氏名義となっている2千株であります。 

４．平成15年10月２日に提出されました大量保有変更報告書によりますと、進藤晶弘氏、進藤律子氏及び有

限会社シンドウが共同保有者として保有する株式数は有限会社進藤・アンド・アソシエイツ名義となっ

ている229千株であります。 
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(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 
 平成15年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  282,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式24,377,600 243,776 － 

単元未満株式 普通株式    617 － － 

発行済株式総数 24,661,017 －－－－    － 

総株主の議決権 － 243,776 － 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄の普通株式には、旧商法第210条ノ２第２項（ストックオプショ

ン制度）の規定により取得した自己株式82,400株が含まれております。 

２．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,200株（議決権の

数122個）含まれております。 

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が40株含まれております。 

 

②【自己株式等】 

   平成15年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社メガチップス 大阪市淀川区宮原四
丁目１番６号 282,800 － 282,800 1.15 

計 － 282,800 － 282,800 1.15 

 

２【株価の推移】 
【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成15年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 958 895 880 1,310 1,120 1,140 

最低（円） 666 618 680 843 904 950 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
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３【役員の状況】 
 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 

執行役員 
システムビ
ジネスユ
ニット統括
（兼）コー
ポレートプ
ランニング
統括 

取締役 

執行役員 
コーポレー
トプランニ
ング統括 

肥川 哲士 平成15年８月１日 

取締役 

執行役員 
システムビ
ジネスユ
ニット統括 

取締役 

執行役員 
システムビ
ジネスユ
ニット統括
（兼）コー
ポレートプ
ランニング
統括 

肥川 哲士 平成15年10月１日 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 
(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵

省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表

規則に基づき、当中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正後の中間連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第

38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に

基づき、当中間会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 
 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月

30日まで）及び当中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに

前中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成15年４月１日から平

成15年９月30日まで）の中間財務諸表について、朝日監査法人により中間監査を受けております。 
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１【中間連結財務諸表等】 
(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   4,302,962   7,392,791   6,337,127  

２．受取手形及び売掛
金   11,279,119   9,002,972   8,011,095  

３．たな卸資産   2,904,711   1,506,361   2,704,781  

４．繰延税金資産   214,991   306,463   347,406  

５．その他   79,856   75,556   386,821  

６．貸倒引当金   △2,607   △68   △2,008  

流動資産合計   18,779,034 87.0  18,284,077 90.6  17,785,222 88.9 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物  301,297   258,329   281,520   

(2）土地  104,677   104,677   104,677   

(3）その他  97,882 503,857  71,419 434,426  86,447 472,646  

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定  1,125   －   －   

(2）その他  1,173,228 1,174,353  315,527 315,527  483,101 483,101  

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  259,702   255,625   238,877   

(2）前払年金費用  51,299   －   －   

(3）繰延税金資産  90,050   266,569   350,333   

(4）その他  737,917   633,528   665,870   

(5）貸倒引当金  － 1,138,969  △18,691 1,137,032  － 1,255,081  

固定資産合計   2,817,180 13.0  1,886,985 9.4  2,210,829 11.1 

資産合計   21,596,215 100.0  20,171,063 100.0  19,996,052 100.0 
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  前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   4,121,815   3,457,830   3,027,240  

２．短期借入金   25,000   325,000   50,000  

３．未払法人税等   356,478   203,660   345,079  

４．賞与引当金   196,779   174,625   150,682  

５．その他   327,040   383,759   350,317  

流動負債合計   5,027,114 23.3  4,544,875 22.5  3,923,319 19.6 

Ⅱ 固定負債           

１．退職給付引当金   20,897   －   －  

２．その他   47,702   70,709   47,702  

固定負債合計   68,600 0.3  70,709 0.4  47,702 0.2 

負債合計   5,095,715 23.6  4,615,585 22.9  3,971,021 19.8 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   775,050 3.6  241,471 1.2  594,750 3.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,840,313 22.4  4,840,313 24.0  4,840,313 24.2 

Ⅱ 資本剰余金   5,936,081 27.5  5,936,081 29.4  5,936,081 29.7 

Ⅲ 利益剰余金   5,853,265 27.1  5,395,590 26.8  5,549,740 27.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   △8,029 △0.0  29,360 0.1  △2 △0.0 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △9,135 △0.1  － －  △8,513 △0.1 

Ⅵ 自己株式   △887,044 △4.1  △887,338 △4.4  △887,338 △4.4 

資本合計   15,725,449 72.8  15,314,006 75.9  15,430,280 77.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計   21,596,215 100.0  20,171,063 100.0  19,996,052 100.0 
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②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   14,094,745 100.0  11,842,135 100.0  29,055,939 100.0 

Ⅱ 売上原価   11,083,933 78.7  9,119,571 77.0  23,311,371 80.2 

売上総利益   3,010,811 21.3  2,722,564 23.0  5,744,568 19.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 ※１  2,074,446 14.7  1,964,736 16.6  4,003,314 13.8 

営業利益   936,365 6.6  757,827 6.4  1,741,253 6.0 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  3,899   83   5,890   

２．積立保険金収入  4,450   －   4,450   

３．生命保険解約益  371   －   29,308   

４．損害保険料精算返
戻金  －   1,616   －   

５．団体生命保険金  －   2,000   －   

６．法人税等還付加算
金  －   2,339   －   

７．不動産賃貸収入  －   1,380   －   

８．貸倒引当金戻入額  212   124   87   

９．雑収入  3,002 11,935 0.1 646 8,190 0.1 8,318 48,055 0.2 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  133   1,169   3,317   

２．手形売却損  1,181   －   1,705   

３．新株発行費  528   －   528   

４．固定資産除却損  215   7,251   651   

５．為替差損  14,257   9,880   19,474   

６．投資事業組合損失  10,387   14,342   37,906   

７．雑損失  2,200 28,904 0.2 － 32,643 0.3 3,825 67,408 0.3 

経常利益   919,396 6.5  733,373 6.2  1,721,900 5.9 

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売却
益  －   －   18,869   

２．関係会社清算差益  － － － 11,307 11,307 0.1 － 18,869 0.1 

Ⅶ 特別損失           

１．システム製品処分
損  －   562,595   1,240,805   

２．投資有価証券評価
損  8,103   －   33,903   

３．関係会社整理損  －   －   58,282   

４．関係会社株式評価
損  －   32,511   －   

５．年金制度変更移行
差異  －   －   61,945   

６．特別退職金  －   73,446   －   

７．持分変動損  10,015 18,118 0.1 － 668,552 5.7 9,887 1,404,822 4.8 

税金等調整前中間
（当期）純利益   901,277 6.4  76,128 0.6  335,947 1.2 
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前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

法人税、住民税及
び事業税  359,496   198,892   676,466   

法人税等調整額  32,849 392,346 2.8 177,760 376,653 3.2 △365,661 310,804 1.1 

少数株主利益又は
損失（△）   13,342 0.1  △326,526 △2.8  △166,921 △0.6 

中間(当期)純利益   495,588 3.5  26,001 0.2  192,064 0.7 
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③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   －  5,936,081  － 

資本準備金期首残高   5,936,081  －  5,936,081 

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高   5,936,081  5,936,081  5,936,081 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   －  5,549,740  － 

連結剰余金期首残高   5,655,426  －  5,655,426 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  495,588  26,001  192,064  

２．連結子会社減少によ
る剰余金増加高  － 495,588 63,629 89,631 － 192,064 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  245,784  243,781  245,784  

２．役員賞与  51,966 297,750 － 243,781 51,966 297,750 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高   5,853,265  5,395,590  5,549,740 
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー     

税金等調整前中間
（当期）純利益  901,277 76,128 335,947 

減価償却費  102,123 112,898 301,950 

長期前払費用償却  37,254 38,022 79,254 

固定資産除却損  215 7,251 651 

持分変動損  10,015 － 9,887 

貸倒引当金の増加額
又は減少額(△)  △243 18,635 △842 

賞与引当金の増加額
又は減少額（△）  32,375 23,942 △13,721 

退職給付引当金の増
加額又は減少額
（△） 

 6,056 － △14,840 

前払年金費用の増加
額（△）又は減少額  △4,733 － 46,565 

役員退職慰労引当金
の減少額  △167,595 － △167,595 

受取利息及び受取配
当金  △3,912 △83 △5,904 

積立保険金収入  △4,450 － △4,450 

投資事業組合損失  10,387 14,342 37,906 

為替差損  14,378 9,128 17,937 

支払利息  133 1,169 3,317 

新株発行費  528 － 528 

システム製品処分損  － 149,210 685,455 

投資有価証券売却益  － － △18,869 

投資有価証券評価損  8,103 － 33,903 

関係会社清算差益  － △11,307 － 

関係会社株式評価損  － 32,511 － 

売上債権の増加額
(△)又は減少額  △835,149 △999,929 2,432,874 

たな卸資産の増加額
(△)又は減少額  △1,233,004 1,197,331 △1,033,074 
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前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

仕入債務の増加額  1,533,331 430,705 438,756 

役員賞与の支払額  △62,000 － △62,000 

その他流動資産の増
加額(△)又は減少額  △12,411 292,927 △319,376 

その他流動負債の増
加額又は減少額(△)  △9,351 117,443 40,811 

その他固定負債の増
加額  46,272 23,506 46,272 

その他  △152 20 △27,573 

小計  369,449 1,533,856 2,843,771 

利息及び配当金の受
取額  3,899 83 5,890 

利息の支払額  △108 △1,333 △3,318 

法人税等の支払額  △463,099 △340,311 △791,469 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー  △89,859 1,192,295 2,054,874 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー     

有形固定資産の取得
による支出  △56,260 △7,108 △70,815 

有形固定資産の売却
による収入  － 191 38 

無形固定資産の取得
による支出  △383,890 △62,800 △534,320 

投資有価証券の取得
による支出  △40,000 － △70,840 

投資有価証券の売却
による収入  9,450 － 67,344 

関係会社の清算によ
る収入  － 130,904 － 

出資金の分配による
収入  9,751 1,003 11,825 

長期前払費用の取得
による支出  △119,701 △45,939 △149,978 

保証金の支出  △135,222 △3,507 △136,426 

保証金の返戻による
収入  24,166 21,051 24,757 
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前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

保険金の解約による
収入  － － 30,231 

その他  － △500 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー  △691,706 33,294 △828,183 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー     

短期借入金の純増加
額又は純減少額
（△） 

 △25,000 275,000 － 

少数株主への株式の
発行による収入  6,371 － 6,371 

自己株式の純増加額  △428,986 － △429,280 

親会社による配当金
の支払額  △245,374 △242,004 △245,484 

少数株主への配当金
の支払額  △14,848 － △14,848 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー  △707,837 32,995 △683,242 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額  △26,502 △2,958 △25,190 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額又は減少額(△)  △1,515,906 1,255,626 518,257 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高  5,818,869 6,337,127 5,818,869 

Ⅶ 連結子会社減少による
現金及び現金同等物の
減少額 

 － △199,962 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高  4,302,962 7,392,791 6,337,127 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社はDigital 

Image,Inc.及び㈱メガフュー

ジョンの２社であります。 

(1）連結子会社は㈱メガフュー

ジョン（平成15年10月30日付で

㈱メガチップスシステムソ

リューションズへ商号変更）の

１社であります。 

 前連結会計年度において連結

子会社でありましたDigital 

Image,Inc.は清算したため、連

結の範囲から除いております。 

(1）連結子会社はDigital 

Image,Inc.及び㈱メガフュー

ジョンの２社であります。 

 (2）非連結子会社はありません。 (2）非連結子会社はありません。 (2）非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関する事

項 

 持分法を適用していない関連会

社は㈱メディアソケット、㈱スタ

インバーグ・ジャパン及びモバイ

ルテレビジョン㈱であります。 

 持分法を適用していない関連会

社は㈱メディアソケット、㈱スタ

インバーグ・ジャパン及びモバイ

ルテレビジョン㈱であります。 

 持分法を適用していない関連会

社は㈱メディアソケット、㈱スタ

インバーグ・ジャパン及びモバイ

ルテレビジョン㈱であります。 

 持分法を適用していない理由 

 持分法非適用会社は、中間連結

純損益及び利益剰余金に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しております。 

持分法を適用していない理由 

 持分法非適用会社は、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範囲

から除外しております。 

持分法を適用していない理由 

 持分法非適用会社は、連結純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社のうちDigital 

Image,Inc.の中間決算日は６月30

日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用しております。

但し、平成14年７月１日から中間

連結決算日平成14年９月30日まで

の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

 連結子会社のうちDigital 

Image,Inc.の決算日は12月31日で

あります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。但し、平成15年

１月１日から連結決算日平成15年

３月31日までの期間に発生した重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 ② たな卸資産 

イ．仕掛品 

 個別法による原価法 

② たな卸資産 

イ．仕掛品 

同左 

② たな卸資産 

イ．仕掛品 

同左 

 ロ．その他 

 主として総平均法による

原価法 

ロ．その他 

同左 

ロ．その他 

同左 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 主として定率法 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物   ３～47年 

その他  ３～20年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 少額減価償却資産 

 ３年均等償却 

② 少額減価償却資産 

同左 

② 少額減価償却資産 

同左 

 ③ 無形固定資産 

 定額法 

 但し、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（主に５

年）に基づく定額法、ソフト

ウェア（市場販売目的分）に

ついては、販売可能有効期間

（３年）に基づく定額法に

よっております。 

③ 無形固定資産 

同左 

③ 無形固定資産 

同左 

 ④ 長期前払費用 

イ．量産準備のために特別に

支出した開発費用 

 販売可能有効期間（３

年）に基づく定額法 

④ 長期前払費用 

イ．量産準備のために特別に

支出した開発費用 

同左 

④ 長期前払費用 

イ．量産準備のために特別に

支出した開発費用 

同左 

 ロ．その他 

 均等償却 

ロ．その他 

同左 

ロ．その他 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、当中間連結会計期間

に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、当連結会計年度に負

担すべき支給見込額を計上し

ております。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

───── 

③ 退職給付引当金 

───── 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は

平成14年３月に役員報酬制度

を改定し、当中間連結会計期

間より役員退職慰労金制度を

廃止しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

───── 
④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は

平成14年３月に役員報酬制度

を改定し、当連結会計年度よ

り役員退職慰労金制度を廃止

しております。 

 (4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(5）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

(5）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

 ───── ───── ② 自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴

い、当連結会計年度から同会

計基準によっております。こ

の変更による損益への影響は

ありません。 

 なお、連結財務諸表規則の

改正により、当連結会計年度

における連結貸借対照表の資

本の部及び連結剰余金計算書

については、改正後の連結財

務諸表規則により作成してお

ります。 
 



－  － 
 

 

28

 
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 ───── ───── ③ １株当たり情報 

 「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計

基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14

年４月１日以後開始する連結

会計年度に係る連結財務諸表

から適用されることになった

ことに伴い、当連結会計年度

から同会計基準及び適用指針

によっております。なお、こ

れによる影響ついては、「１

株当たり情報に関する注記」

に記載しております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

カ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 

 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

──────  「不動産賃貸収入」は、前中間連結会計期間は、営業

外収益の「雑収入」に含めて表示しておりましたが、営

業外収益の合計額の100分の10を超えることとなったた

め区分掲記することに変更しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「不動産賃貸収

入」の金額は1,380千円であります。 
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追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間連結会計期間から「自己株

式及び法定準備金の取崩等に関する

会計基準」（企業会計基準第１号）

を適用しております。 

 この変更による損益への影響はあ

りません。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の資本の部

及び中間連結剰余金計算書について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。 

────── ────── 

────── ────── （退職給付引当金） 

 従業員の退職給付に備えるため、

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産額に基づき計上して

おりましたが、当社及び国内連結子

会社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成15年３月に適格退職年金制

度及び退職一時金制度を廃止し、平

成15年４月から確定拠出型年金制度

に移行することとしたため、「退職

給付制度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用し、前払年金費用及び退

職給付引当金を全額取崩しておりま

す。 

 これに伴い、従来の方法に比べ特

別損失が61,945千円増加し、税金等

調整前当期純利益は同額減少してお

ります。 
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注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成15年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

381,925千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

412,616千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

393,112千円 

 ２．債務保証 

 次の会社について、任天堂㈱

とのリース契約に対し債務保証

を行っております。 

 ２．債務保証 

 次の会社について、任天堂㈱

とのリース契約に対し債務保証

を行っております。 

 ２．債務保証 

 次の会社について、任天堂㈱

とのリース契約に対し債務保証

を行っております。 
 
保証先 金額(千円) 内容 

Macronix 
International 
Co.,Ltd. 

613,000 
(5,000千US$) リース債務 

計 613,000 － 
  

 
保証先 金額(千円) 内容 

Macronix 
International
Co.,Ltd. 

556,250 
(5,000千US$) リース債務 

計 556,250 － 
  

 
保証先 金額(千円) 内容 

Macronix 
International 
Co.,Ltd. 

601,000 
(5,000千US$) リース債務 

計 601,000 － 
  

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 
 

給料 291,583千円

賞与引当金繰入
額 

87,037 

研究開発費 676,493 

退職給付費用 24,465 

販売促進費 251,468 
  

 
給料 327,236千円

賞与引当金繰入
額 

94,768 

研究開発費 636,370 

退職給付費用 4,404 
  

 
給料 581,129千円

賞与引当金繰入
額 

67,079 

研究開発費 1,235,061 

退職給付費用 40,500 

販売促進費 515,901 
  

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 
 
現金及び預金勘定 4,302,962千円

預入期間が３ヵ月
を超える定期預金 － 

現金及び現金同等
物 4,302,962 

  

 
現金及び預金勘定 7,392,791千円

預入期間が３ヵ月
を超える定期預金 － 

現金及び現金同等
物 7,392,791 

  

 
現金及び預金勘定 6,337,127千円

預入期間が３ヵ月
を超える定期預金 － 

現金及び現金同等
物 6,337,127 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
(その他) 

47,483 15,870 31,612 

無形固定資
産 
(その他) 

87,092 21,474 65,618 

合計 134,575 37,344 97,231 
  

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
(その他) 

43,007 22,294 20,712 

無形固定資
産 
(その他) 

35,974 17,826 18,148 

合計 78,982 40,120 38,861 
  

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
(その他) 

32,118 17,205 14,913 

無形固定資
産 
(その他) 

35,974 14,228 21,745 

合計 68,092 31,432 36,659 
  

（注）研究開発費に該当するリース

取引は、上記には含めており

ません。 

（注）    同左 （注）    同左 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 
 

１年内 61,200千円 

１年超 87,432千円 

合計 148,632千円 
  

 
１年内 38,390千円 

１年超 29,899千円 

合計 68,290千円 
  

 
１年内 49,164千円 

１年超 35,276千円 

合計 84,441千円 
  

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 
 

支払リース料 33,881千円 

減価償却費相当
額 14,488千円 

支払利息相当額 1,386千円 
  

 
支払リース料 35,595千円 

減価償却費相当
額 15,719千円 

支払利息相当額 1,192千円 
  

 
支払リース料 69,484千円 

減価償却費相当
額 28,704千円 

支払利息相当額 2,605千円 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 該当事項はありません。 未経過リース料 
 

１年内 6,852千円 

１年超 13,914千円 

合計 20,767千円 
  

    
１年内 7,017千円 

１年超 10,393千円 

合計 17,410千円 
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（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成14年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得価額（千円） 中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 差額（千円） 

株式 49,690 36,742 △12,948 

合計 49,690 36,742 △12,948 

 （注） 上記には、投資その他の資産「その他」に計上されている投資事業組合の構成資産に係るその他有価証券

で時価のあるものが含まれております。 

 

２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券（注）   

 非上場株式（店頭売買銘柄を除く） 234,097千円  

 非上場外国債券 4,358  

 その他 1,365  

 子会社株式及び関連会社株式   

 店頭売買銘柄を除く非上場株式 101,000千円  

 

 （注） 上記には、投資その他の資産「その他」に計上されている投資事業組合の構成資産に係る時価のない有価

証券が含まれております。 

 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額   

 その他有価証券   

 非上場株式（店頭売買銘柄を除く） 107,794千円  

 非上場外国債券 4,358  

 その他 1,365  
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当中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得価額（千円） 中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 差額（千円） 

株式 23,214 72,174 48,959 

合計 23,214 72,174 48,959 

 （注） 上記には、投資その他の資産「その他」に計上されている投資事業組合の構成資産に係るその他有価証券

で時価のあるものが含まれております。 

 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券（注）   

 非上場株式（店頭売買銘柄を除く） 212,229千円  

 非上場外国債券 4,324  

 その他 1,250  

 子会社株式及び関連会社株式   

 店頭売買銘柄を除く非上場株式 68,488千円  

 

 （注） 上記には、投資その他の資産「その他」に計上されている投資事業組合の構成資産に係る時価のない有価

証券が含まれております。 

 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額   

 その他有価証券   

 非上場株式（店頭売買銘柄を除く） 93,192千円  

 非上場外国債券 4,324  

 その他 1,250  
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前連結会計年度末（平成15年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得価額（千円） 連結貸借対照表計上額 
（千円） 差額（千円） 

株式 24,644 24,165 △478 

合計 24,644 24,165 △478 

 （注） 上記には、投資その他の資産「その他」に計上されている投資事業組合の構成資産に係るその他有価証券

で時価のあるものが含まれております。 

 

２．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券（注）   

 非上場株式（店頭売買銘柄を除く） 221,767千円  

 非上場外国債券 3,637  

 その他 1,135  

 子会社株式及び関連会社株式   

 店頭売買銘柄を除く非上場株式 101,000千円  

 

 （注） 上記には、投資その他の資産「その他」に計上されている投資事業組合の構成資産に係る時価のない有価

証券が含まれております。 

 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額   

 その他有価証券   

 非上場株式（店頭売買銘柄を除く） 103,090千円  

 非上場外国債券 3,637  

 その他 1,135  

 

 （注） 有価証券について33,903千円（その他有価証券で時価のある株式25,800千円、その他有価証券で時価のな

い株式8,103千円）減損処理を行っております。なお、減損処理にあたっては、期末における時価が50％

以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可

能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成15年４月

１日 至平成15年９月30日）及び前連結会計年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日） 

 ＬＳＩ事業 
（千円） 

システム事業 
（千円） 計（千円） 消去又は全社 

（千円） 連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 12,105,818 1,988,926 14,094,745 － 14,094,745 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 － － － － － 

計 12,105,818 1,988,926 14,094,745 － 14,094,745 

営業費用 10,255,174 2,400,256 12,655,430 502,948 13,158,379 

営業利益又は損失（△） 1,850,644 △411,329 1,439,314 △502,948 936,365 

 

当中間連結会計期間（自平成15年４月１日 至平成15年９月30日） 

 ＬＳＩ事業 
（千円） 

システム事業 
（千円） 計（千円） 消去又は全社 

（千円） 連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 10,280,655 1,561,479 11,842,135 － 11,842,135 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 － － － － － 

計 10,280,655 1,561,479 11,842,135 － 11,842,135 

営業費用 8,588,140 1,959,330 10,547,470 536,837 11,084,308 

営業利益又は損失（△） 1,692,515 △397,850 1,294,664 △536,837 757,827 

 

前連結会計年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

 ＬＳＩ事業 
（千円） 

システム事業 
（千円） 計（千円） 消去又は全社 

（千円） 連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 25,437,396 3,618,543 29,055,939 － 29,055,939 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 － － － － － 

計 25,437,396 3,618,543 29,055,939 － 29,055,939 

営業費用 21,475,584 4,856,365 26,331,950 982,735 27,314,685 

営業利益又は損失（△） 3,961,811 △1,237,821 2,723,989 △982,735 1,741,253 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(1）ＬＳＩ事業……ゲームソフトウェア格納用ＬＳＩ、家庭用ゲーム機向ＬＳＩ、デジタルスチルカメラ

向け画像処理用ＬＳＩ、デジタルテレビ向け画像処理用ＬＳＩ、スペクトラム拡散ワ

イヤレス通信用ＬＳＩ、第３世代携帯情報端末向け画像音声通信処理用ＬＳＩ（ＲＳ

ＯＣ：Rich-media Service On Chip）、エコー除去用ＬＳＩ、ホームネットワーク用

通信制御ＬＳＩ 

(2）システム事業…音声・データ双方向通信機能付動画伝送サーバー：eWatch MD－100、デジタルビデオ
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レコーダ、ディスプレイコントローラ、機械警備用画像撮影システム、ＰＣベースＴ

Ｖ会議システム、ＭＰＥＧ４ネットワークカメラ（P's Caster）、オーサリングシス

テム 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間

502,948千円、当中間連結会計期間536,837千円及び前連結会計年度982,735千円であり、その主なもの

は、当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成15年４

月１日 至平成15年９月30日）及び前連結会計年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグ

メント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日 至平成14年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成15年４

月１日 至平成15年９月30日）及び前連結会計年度（自平成14年４月１日 至平成15年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 
１株当たり純資産額 645.06円

１株当たり中間純利益 20.19円
  

 
１株当たり純資産額 628.19円

１株当たり中間純利益 1.07円
  

 
１株当たり純資産額 632.95円

１株当たり当期純利益 7.85円
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

（追加情報）   

 当中間連結会計期間から「１株当

たり当期純利益に関する会計基準」

（企業会計基準第２号）及び「１株

当たり当期純利益に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。 

 この変更による影響はありませ

ん。 

  当連結会計年度から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前連結会計年度に適用して算定した

場合の１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 
   

１株当たり純資産額 651.03円

１株当たり当期純利益 64.91円
  

   なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 
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 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額
（円） 20.19 1.07 7.85 

中間（当期）純利益（千円） 495,588 26,001 192,064 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 495,588 26,001 192,064 

期中平均株式数（株） 24,546,127 24,378,177 24,462,415 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成12年６月29日 
定時株主総会決議 
ストックオプション 
自己株式譲渡方式 
普通株式 81,600株 

平成12年６月29日 
定時株主総会決議 
ストックオプション 
自己株式譲渡方式 
普通株式 73,800株 

平成12年６月29日 
定時株主総会決議 
ストックオプション 
自己株式譲渡方式 
普通株式 81,400株 

 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

────── ──────  平成15年６月24日開催の定時株主
総会において、商法第210条の規定
に基づき、本総会終結の時から次期
定時株主総会終結の時までに、当社
普通株式500,000株、取得価額の総
額500,000千円を限度として取得す
ることを決議いたしました。 

──────  株式会社メガフュージョンとの株
式交換 

 株式会社メガフュージョンとの株
式交換 

  当社を含む当社グループは純粋持
株会社体制へ移行し、ＬＳＩ事業、
システム事業、オーディオ事業をそ
れぞれ完全子会社として再編成する
ことを目的として、平成15年５月15
日に取締役会決議を経て、株式会社
メガフュージョンが当社の完全子会
社となる株式交換契約を締結し、同
年６月24日開催の定時株主総会にお
いて同株式交換契約書の承認を受
け、同年10月１日付で株式交換を実
施いたしました。 

 当社を含む当社グループは純粋持
株会社体制へ移行し、ＬＳＩ事業、
システム事業、オーディオ事業をそ
れぞれ完全子会社として再編成する
ことを目的として、平成15年５月15
日に取締役会決議を経て、株式会社
メガフュージョンが当社の完全子会
社となる株式交換契約を締結し、同
年６月24日開催の定時株主総会にお
いて同株式交換契約書の承認を受け
ました。 
 なお、株式会社メガフュージョン
におきましても、同年６月26日開催
の定時株主総会において同株式交換
契約書の承認を受けております。 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  (1）株式交換契約の概要 
  ① 株式交換の内容 
   当社は、株式会社メガフュー

ジョンと商法第352条ないし第
363条に定める方法により株式
交換を行います。 

  ② 株式交換の日 
   平成15年10月１日 
  ③ 株式交換に際して発行する株

式及び割当 
   当社は、株式会社メガフュー

ジョンとの株式交換に際して、
普通株式1,278,200株を発行
し、株式交換日の前日最終の株
式会社メガフュージョンの株主
名簿に記載された株主のうち当
社を除く株主に対して、その所
有する株式会社メガフュージョ
ンの普通株式１株につき当社の
株式166株の割合をもって割当
交付します。 

  ④ 増加すべき資本金及び資本準
備金額 

   当社が、株式交換により増加
すべき資本金は0円であり、増
加すべき資本準備金の額は、株
式交換日に株式会社メガフュー
ジョンに現存する純資産額に、
株式会社メガフュージョンの発
行済株式総数に対する株式交換
により当社に移転する株式数の
割合を乗じた額であります。 

  ⑤ 新株予約権の承継 
   当社は、株式会社メガフュー

ジョンが平成14年８月20日付で
発行した第４回新株予約権にか
かる義務を承継します。 
株式の種類 普通株式 
株式の数  16,600株（新株予約

権１個につき当社の
普通株式166株） 

  (2）株式会社メガフュージョンの概
要 

  代表者   代表取締役社長 
      進藤 晶弘 
資本金   646百万円 
住所    東京都千代田区一番

町17番地６ 
  ① 主な事業内容 
   システム製品の販売・サポー

ト・システムインテグレーショ
ン、リッチメディアサービス、
オーサリングシステムの販売 

  ② 売上高及び当期純利益 
  （平成15年３月期） 

売上高       3,626百万円 
当期純損失      332百万円 

  ③ 資産、負債、資本の状況 
  （平成15年３月31日現在） 

資産合計      2,311百万円 
負債合計      1,152百万円 
資本合計      1,159百万円 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

──────  当社システム事業部門の株式会社
メガチップスシステムソリュー
ションズへの分割承継 

────── 

  当社は、平成15年12月９日開催の
取締役会において当社システム事業
部門を株式会社メガチップスシステ
ムソリューションズに会社分割によ
り移管する決議を行い、株式会社メ
ガチップスシステムソリューション
ズと吸収分割に関する契約を締結し
ました。 
 会社分割の概要は、次のとおりで
あります。 

 

 (1）分割の目的  
  当社のシステム事業部門を株式

会社メガチップスシステムソ
リューションズに統合することに
より当該事業に関する製造・販売
組織を一体化し、意思決定の迅速
化、シナジー効果を含む経営効率
の向上及び収益の拡大を図り、グ
ループ全体の新たな付加価値を創
造するためであります。 

 

 (2）会社分割契約書の内容  
 ① 分割の方法  
  当社を分割会社とし、株式会

社メガチップスシステムソ
リューションズを承継会社とす
る吸収分割であります。 

 

 ② 分割期日  
  平成16年４月１日  
 ③ 分割に際して発行する株式及

び割当 
 

  株式会社メガチップスシステ
ムソリューションズは、本件分
割に際して、普通株式22,600株
を発行し、その全部を当社に割
り当てることといたします。 

 

 ④ 承継会社が承継する権利義務
に関する事項 

 

  承継会社は、本件営業に係る
債権債務、雇用契約その他の権
利義務を承継いたします。な
お、当社は承継会社に承継され
る債務のすべてについて、引き
続き承継会社と連帯して債務を
負担いたします。 

 

 ⑤ 承継される資産、負債の項目
及び金額 

 

 （平成15年９月30日現在） 
資産合計       911百万円 
負債合計       189百万円 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (3）承継会社の概要  
 名称    株式会社メガチップ

スシステムソリュー
ションズ 

住所    東京都千代田区一番
町17番地６ 

代表者   代表執行役社長 
      肥川 哲士 
資本金   646百万円 
事業内容  システム製品の販

売・サポート・シス
テムインテグレー
ション、リッチメ
ディアサービス、
オーサリングシステ
ムの販売 

 

 (4）分割承認総会  
  平成16年２月24日に臨時株主総

会を開催予定 
 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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２【中間財務諸表等】 
(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金  3,761,601   7,228,795   5,727,845   

受取手形  6,503,757   210,095   319,891   

売掛金  4,435,974   8,646,888   7,935,489   

たな卸資産  2,634,564   1,300,240   2,427,824   

繰延税金資産  166,165   308,459   241,145   

その他  67,873   60,727   148,202   

流動資産合計   17,569,936 86.3  17,755,207 90.7  16,800,397 88.2 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

建物  111,860   94,895   102,072   

工具器具備品  56,768   43,885   51,772   

土地  31,190   31,190   31,190   

有形固定資産合計   199,819   169,970   185,035  

(2）無形固定資産   1,043,597   255,258   399,741  

(3）投資その他の資産           

投資有価証券  604,671   431,818   524,193   

前払年金費用  51,299   －   －   

繰延税金資産  277,657   439,827   581,575   

その他  621,868   516,945   548,755   

投資その他の資産
合計   1,555,495   1,388,592   1,654,524  

固定資産合計   2,798,912 13.7  1,813,821 9.3  2,239,301 11.8 

資産合計   20,368,848 100.0  19,569,029 100.0  19,039,698 100.0 
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  前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 構成比 

（％） 金額（千円） 構成比 
（％） 金額（千円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

買掛金  3,970,354   3,366,558   2,910,855   

短期借入金  25,000   25,000   50,000   

未払法人税等  333,846   201,719   343,138   

賞与引当金  147,585   115,822   113,265   

その他  323,980   322,274   187,557   

流動負債合計   4,800,766 23.6  4,031,374 20.6  3,604,816 18.9 

Ⅱ 固定負債           

その他  46,272   40,591   46,272   

固定負債合計   46,272 0.2  40,591 0.2  46,272 0.3 

負債合計   4,847,039 23.8  4,071,966 20.8  3,651,089 19.2 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   4,840,313 23.8  4,840,313 24.7  4,840,313 25.4 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  5,936,081   5,936,081   5,936,081   

資本剰余金合計   5,936,081 29.1  5,936,081 30.3  5,936,081 31.2 

Ⅲ 利益剰余金           

利益準備金  97,042   97,042   97,042   

任意積立金  4,430,500   4,830,500   4,430,500   

中間（当期）未処
分利益  1,112,946   651,104   972,013   

利益剰余金合計   5,640,488 27.7  5,578,646 28.5  5,499,555 28.9 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   △8,029 △0.0  29,360 0.2  △2 △0.0 

Ⅴ 自己株式   △887,044 △4.4  △887,338 △4.5  △887,338 △4.7 

資本合計   15,521,809 76.2  15,497,063 79.2  15,388,609 80.8 

負債資本合計   20,368,848 100.0  19,569,029 100.0  19,039,698 100.0 
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②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比 

（％） 金額（千円） 百分比 
（％） 金額（千円） 百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高   13,046,435 100.0  11,046,770 100.0  27,172,974 100.0 

Ⅱ 売上原価   10,551,745 80.9  8,718,247 78.9  22,229,011 81.8 

売上総利益   2,494,690 19.1  2,328,522 21.1  4,943,962 18.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,595,663 12.2  1,473,734 13.4  2,989,434 11.0 

営業利益   899,027 6.9  854,788 7.7  1,954,527 7.2 

Ⅳ 営業外収益 ※１  21,033 0.2  12,061 0.1  66,446 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  28,480 0.2  23,288 0.2  65,975 0.2 

経常利益   891,579 6.9  843,561 7.6  1,954,999 7.2 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  11,307 0.1  － － 

Ⅶ 特別損失 ※４  8,103 0.1  280,554 2.5  1,261,537 4.6 

税引前中間（当
期）純利益   883,476 6.8  574,314 5.2  693,461 2.6 

法人税、住民税及
び事業税  336,814   196,946   672,441   

法人税等調整額  38,409 375,223 2.9 54,495 251,442 2.3 △346,301 326,140 1.2 

中間(当期)純利益   508,253 3.9  322,871 2.9  367,321 1.4 

前期繰越利益   604,692   328,232   604,692  

中間（当期）未処
分利益   1,112,946   651,104   972,013  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 ② その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

① 商品 

 総平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

① 商品 

同左 

(2）たな卸資産 

① 商品 

同左 

 ② 製品・半製品・原材料 

 総平均法による原価法 

② 製品・半製品・原材料 

同左 

② 製品・半製品・原材料 

同左 

 ③ 仕掛品 

 個別法による原価法 

③ 仕掛品 

同左 

③ 仕掛品 

同左 

 ④ 貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価

法 

④ 貯蔵品 

同左 

④ 貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     ３～47年 

工具器具備品 ４～15年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）少額減価償却資産 

 ３年均等償却 

(2）少額減価償却資産 

同左 

(2）少額減価償却資産 

同左 

 (3）無形固定資産 

 定額法 

 但し、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づ

く定額法、ソフトウェア（市場

販売目的分）については、販売

可能有効期間（３年）に基づく

定額法によっております。 

(3）無形固定資産 

同左 

(3)無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (4）長期前払費用 

① 量産準備のために特別に支

出した開発費用 

 販売可能有効期間（３年）

に基づく定額法 

(4）長期前払費用 

① 量産準備のために特別に支

出した開発費用 

同左 

(4）長期前払費用 

① 量産準備のために特別に支

出した開発費用 

同左 

 ② その他 

 均等償却 

② その他 

同左 

② その他 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとして

おります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支給に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。な

お、当中間会計期間末における

年金資産の退職給付債務超過額

を前払年金費用として計上して

おります。 

(3）退職給付引当金 

───── 
(3）退職給付引当金 

───── 

 (4）役員退職慰労引当金 

 平成14年３月に役員報酬制度

を改定し、当中間会計期間より

役員退職慰労金制度を廃止して

おります。 

(4）役員退職慰労引当金 

───── 
(4）役員退職慰労引当金 

 平成14年３月に役員報酬制度

を改定し、当期より役員退職慰

労金制度を廃止しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

 なお、仮受消費税等及び仮払消

費税等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 ───── ───── (2）自己株式及び法定準備金の取

崩等に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準」（企

業会計基準第１号）が平成14年

４月１日以後に適用されること

になったことに伴い、当期から

同会計基準によっております。

この変更による損益への影響は

ありません。 

 なお、財務諸表等規則の改正

により、当期末における貸借対

照表の資本の部については、改

正後の財務諸表等規則により作

成しております。 

 ───── ───── (3）１株当たり情報 

 「１株当たり当期純利益に関

する会計基準」（企業会計基準

第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針

第４号）が平成14年４月１日以

後開始する事業年度に係る財務

諸表から適用されることになっ

たことに伴い、当期から同会計

基準及び適用指針によっており

ます。なお、これによる影響つ

いては、「１株当たり情報に関

する注記」に記載しておりま

す。 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準第１号）を適

用しております。 

 この変更による損益への影響はあ

りません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間末における

中間貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── ────── 

────── ────── （退職給付引当金） 

 従業員の退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務及び年金

資産額に基づき計上し、期末におけ

る年金資産の退職給付債務超過額を

前払年金費用として計上しておりま

したが、当社は、確定拠出年金法の

施行に伴い、平成15年３月に適格退

職年金制度を廃止し、平成15年４月

から確定拠出型年金制度に移行する

こととしたため、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）を適用

し、前払年金費用を全額取崩してお

ります。 

 これに伴い、従来の方法に比べ特

別損失が61,945千円増加し、税引前

当期純利益は同額減少しておりま

す。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度 
（平成15年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

123,258千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

136,256千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

120,070千円 

 ２．債務保証 

 次の会社について、任天堂㈱

とのリース契約に対し債務保証

を行っております。 

 ２．債務保証 

 次の会社について、任天堂㈱

とのリース契約に対し債務保証

を行っております。 

 ２．債務保証 

 次の会社について、任天堂㈱

とのリース契約に対し債務保証

を行っております。 
 
保証先 金額(千円) 内容 

Macronix 
International 
Co.,Ltd. 

613,000 
(5,000千US$) リース債務 

計 613,000 － 
  

 
保証先 金額(千円) 内容 

Macronix 
International
Co.,Ltd. 

556,250 
(5,000千US$) リース債務 

計 556,250 － 
  

 
保証先 金額(千円) 内容 

Macronix 
International 
Co.,Ltd. 

601,000 
(5,000千US$) リース債務 

計 601,000 － 
  

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
 

受取利息 223千円 

受取配当金 14,763 

積立保険金収入 4,450 
  

 
受取利息 60千円 

関係会社賃貸収入 7,935 
  

 
受取利息 383千円 

受取配当金 14,763 

生命保険解約益 29,122 

関係会社賃貸収入 15,074 
  

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
 

支払利息 133千円 

為替差損 14,362 

投資事業組合損失 10,387 
  

 
支払利息 133千円 

為替差損 8,556 

投資事業組合損失 14,342 
  

 
支払利息 2,880千円 

為替差損 19,055 

投資事業組合損失 37,906 
  

※３．  ────── ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．  ────── 
  

関係会社清算差益 11,307千円 
  

 

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 
 

投資有価証券評価
損 8,103千円 

  

 
システム製品処分
損 236,146千円 

関係会社株式評価
損 21,319 

特別退職金 23,088 
  

 
システム製品処
分損 1,079,641千円 

投資有価証券評
価損 33,903 

関係会社株式評
価損 86,048 

年金制度変更移
行差異 61,945 

  
 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
 

有形固定資産 23,417千円 

無形固定資産 60,218 
  

 
有形固定資産 18,796千円 

無形固定資産 70,868 
  

 
有形固定資産 49,875千円 

無形固定資産 197,373 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備
品 19,329 9,603 9,726 

合計 19,329 9,603 9,726 
  

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備
品 19,329 14,435 4,893 

合計 19,329 14,435 4,893 
  

 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備
品 19,329 12,019 7,309 

合計 19,329 12,019 7,309 
  

（注）研究開発費に該当するリース

取引は、上記には含めており

ません。 

（注）    同左 （注）    同左 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当

額 
 

１年内 37,651千円 

１年超 22,274千円 

合計 59,926千円 
  

 
１年内 25,686千円 

１年超 7,806千円 

合計 33,493千円 
  

 
１年内 39,223千円 

１年超 15,159千円 

合計 54,382千円 
  

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 
 

支払リース料 20,938千円 

減価償却費相当
額 2,416千円 

支払利息相当額 198千円 
  

 
支払リース料 21,442千円 

減価償却費相当
額 2,416千円 

支払利息相当額 112千円 
  

 
支払リース料 44,019千円 

減価償却費相当
額 4,832千円 

支払利息相当額 353千円 
  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成14年９月30日現在） 

 中間貸借対照表計上額 
（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 232,500 4,941,250 4,708,750 

 

当中間会計期間末（平成15年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度末（平成15年３月31日現在） 

 貸借対照表計上額 
（千円） 時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 232,500 774,375 541,875 

 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

 

（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

────── ──────  平成15年６月24日開催の定時株主
総会において、商法第210条の規定
に基づき、本総会終結の時から次期
定時株主総会終結の時までに、当社
普通株式500,000株、取得価額の総
額500,000千円を限度として取得す
ることを決議いたしました。 

──────  株式会社メガフュージョンとの株
式交換 
 当社を含む当社グループは純粋持
株会社体制へ移行し、ＬＳＩ事業、
システム事業、オーディオ事業をそ
れぞれ完全子会社として再編成する
ことを目的として、平成15年５月15
日に取締役会決議を経て、株式会社
メガフュージョンが当社の完全子会
社となる株式交換契約を締結し、同
年６月24日開催の定時株主総会にお
いて同株式交換契約書の承認を受
け、同年10月１日付で株式交換を実
施いたしました。 

 株式会社メガフュージョンとの株
式交換 
 当社を含む当社グループは純粋持
株会社体制へ移行し、ＬＳＩ事業、
システム事業、オーディオ事業をそ
れぞれ完全子会社として再編成する
ことを目的として、平成15年５月15
日に取締役会決議を経て、株式会社
メガフュージョンが当社の完全子会
社となる株式交換契約を締結し、同
年６月24日開催の定時株主総会にお
いて同株式交換契約書の承認を受け
ました。 
 なお、株式会社メガフュージョン
におきましても、同年６月26日開催
の定時株主総会において同株式交換
契約書の承認を受けております。 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

  (1）株式交換契約の概要 
  ① 株式交換の内容 
   当社は、株式会社メガフュー

ジョンと商法第352条ないし第
363条に定める方法により株式
交換を行います。 

  ② 株式交換の日 
   平成15年10月１日 
  ③ 株式交換に際して発行する株

式及び割当 
   当社は、株式会社メガフュー

ジョンとの株式交換に際して、
普通株式1,278,200株を発行
し、株式交換日の前日最終の株
式会社メガフュージョンの株主
名簿に記載された株主のうち当
社を除く株主に対して、その所
有する株式会社メガフュージョ
ンの普通株式１株につき当社の
株式166株の割合をもって割当
交付します。 

  ④ 増加すべき資本金及び資本準
備金額 

   当社が、株式交換により増加
すべき資本金は0円であり、増
加すべき資本準備金の額は、株
式交換日に株式会社メガフュー
ジョンに現存する純資産額に、
株式会社メガフュージョンの発
行済株式総数に対する株式交換
により当社に移転する株式数の
割合を乗じた額であります。 

  ⑤ 新株予約権の承継 
   当社は、株式会社メガフュー

ジョンが平成14年８月20日付で
発行した第４回新株予約権にか
かる義務を承継します。 
株式の種類 普通株式 
株式の数  16,600株（新株予約

権１個につき当社の
普通株式166株） 

  (2）株式会社メガフュージョンの概
要 

  代表者   代表取締役社長 
      進藤 晶弘 
資本金   646百万円 
住所    東京都千代田区一番

町17番地６ 
  ① 主な事業内容 

 システム製品の販売・サポー
ト・システムインテグレーショ
ン、リッチメディアサービス、
オーサリングシステムの販売 

  ② 売上高及び当期純利益 
（平成15年３月期） 

売上高       3,626百万円 
当期純損失      332百万円 

  ③ 資産、負債、資本の状況 
（平成15年３月31日現在） 

資産合計      2,311百万円 
負債合計      1,152百万円 
資本合計      1,159百万円 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

──────  会社分割による当社ＬＳＩ事業部
門の分社化 
 当社は、平成15年12月９日開催の
取締役会において、平成16年４月１
日付で新設分割（物的分割）の方法
により設立する株式会社メガチップ
スＬＳＩソリューションズ（以下、
新会社）に、当社のＬＳＩ事業部門
を承継させることに関する会社分割
計画書の承認を決議しております。 
 会社分割に関する事項の概要は次
のとおりであります。 
 なお、新設会社は当社の連結子会
社とする予定であります。 

────── 

 (1）会社分割の目的 
  当社のＬＳＩ事業部門を分社化

することにより、事業の権限と責
任の明確化、機動的な会社運営、
経営効率の向上及び収益の拡大を
図り、グループ全体の新たな付加
価値を創造するため、当社の
100％子会社として分社するもの
であります。 

 

 (2）会社分割計画書の内容  
 ① 分割の方法  
  当社を分割会社とし、新会社

に対し当社のＬＳＩ事業部門の
営業(以下、本件営業)を承継さ
せる新設分割(以下、本件分割)
であります。 

 

 ② 分割期日  
  平成16年４月１日  
 ③ 新設会社が分割に際して発行

する株式及び割当に関する事
項 

 

  新会社は、本件分割に際し
て、普通株式10,000株を発行
し、その全部を当社に割り当て
ることといたします。 

 

 ④ 新会社が承継する権利義務に
関する事項 

 

  新会社は、本件営業に係る債
権債務、雇用契約その他の権利
義務を承継いたします。なお、
当社は新会社に承継される債務
のすべてについて、引き続き新
会社と連帯して債務を負担いた
します。 

 

 ⑤ 分割する資産、負債の項目及
び金額 
（平成15年９月30日現在） 

資産合計      9,612百万円 
負債合計      3,216百万円 
資本合計      6,396百万円 

 

 (3）新設会社の概要  
 名称    株式会社メガチップ

スＬＳＩソリュー
ションズ 

住所    大阪市淀川区宮原四
丁目１番６号 

代表者   代表取締役社長 
      鵜飼 幸弘 
資本金   500百万円 
事業内容  ＬＳＩの開発・製

造・販売 
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前中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (4）分割承認総会  
  平成16年２月24日に臨時株主総

会を開催予定 
 

──────  当社システム事業部門の株式会社
メガチップスシステムソリュー
ションズへの分割承継 
 当社は、平成15年12月９日開催の
取締役会において当社システム事業
部門を株式会社メガチップスシステ
ムソリューションズに会社分割によ
り移管する決議を行い、株式会社メ
ガチップスシステムソリューション
ズと吸収分割に関する契約を締結し
ました。 
 会社分割の概要は、次のとおりで
あります。 

────── 

 (1）分割の目的  
  当社のシステム事業部門を株式

会社メガチップスシステムソ
リューションズに統合することに
より当該事業に関する製造・販売
組織を一体化し、意思決定の迅速
化、シナジー効果を含む経営効率
の向上及び収益の拡大を図り、グ
ループ全体の新たな付加価値を創
造するためであります。 

 

 (2）会社分割契約書の内容  
 ① 分割の方法  
  当社を分割会社とし、株式会

社メガチップスシステムソ
リューションズを承継会社とす
る吸収分割であります。 

 

 ② 分割期日  
  平成16年４月１日  
 ③ 分割に際して発行する株式及

び割当 
 

  株式会社メガチップスシステ
ムソリューションズは、本件分
割に際して、普通株式22,600株
を発行し、その全部を当社に割
り当てることといたします。 

 

 ④ 承継会社が承継する権利義務
に関する事項 

 

  承継会社は、本件営業に係る
債権債務、雇用契約その他の権
利義務を承継いたします。な
お、当社は承継会社に承継され
る債務のすべてについて、引き
続き承継会社と連帯して債務を
負担いたします。 

 

 ⑤ 承継される資産、負債の項目
及び金額 

 

 （平成15年９月30日現在） 
資産合計       911百万円 
負債合計       189百万円 
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 (3）承継会社の概要  
 名称    株式会社メガチップ

スシステムソリュー
ションズ 

住所    東京都千代田区一番
町17番地６ 

代表者   代表執行役社長 
      肥川 哲士 
資本金   646百万円 
事業内容  システム製品の販

売・サポート・シス
テムインテグレー
ション、リッチメ
ディアサービス、
オーサリングシステ
ムの販売 

 

 (4）分割承認総会  
  平成16年２月24日に臨時株主総

会を開催予定 
 

──────  会社分割による株式会社メガチッ
プスシステムソリューションズ
オーディオオーサリング事業部門
の分社化 

────── 

  当社の連結子会社である株式会社
メガチップスシステムソリューショ
ンズは、平成15年12月９日開催の取
締役会において、平成16年４月１日
付で新設分割（人的分割）の方法に
より設立する株式会社カメオインタ
ラクティブ（以下、新会社）に、株
式会社メガチップスシステムソ
リューションズのオーディオオーサ
リング事業部門の営業を承継させる
ことに関する会社分割計画書の承認
を決議しております。 
 会社分割に関する事項の概要は次
のとおりであります。 
 なお、新設会社は当社の連結子会
社とする予定であります。 

 

 (1）会社分割の目的  
  株式会社メガチップスシステム

ソリューションズのオーディオ
オーサリング事業部門を分社化す
ることにより、事業の権限と責任
の明確化、機動的な会社運営、経
営効率の向上及び収益の拡大を図
り、グループ全体の新たな付加価
値を創造するため、当社の100％
子会社として分社するものであり
ます。 

 

 (2）会社分割計画書の内容  
 ① 分割の方法  
  株式会社メガチップスシステ

ムソリューションズを分割会社
とし、新会社に対し株式会社メ
ガチップスシステムソリュー
ションズのオーディオオーサリ
ング事業部門の営業(以下、本
件営業)を承継させる新設分割
(以下、本件分割)であります。 

 

 ② 分割期日  
  平成16年４月１日  
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前中間連結会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

 ③ 新設会社が分割に際して発行
する株式及び割当に関する事
項 

 

  新会社は、本件分割に際し
て、普通株式5,000株を発行
し、その全部を当社に割り当て
ることといたします。 

 

 ④ 新会社が承継する権利義務に
関する事項 

 

  新会社は、本件営業に係る債
権債務、雇用契約その他の権利
義務を承継いたします。なお、
株式会社メガチップスシステム
ソリューションズは新会社に承
継される債務のすべてについ
て、引き続き新会社と連帯して
債務を負担いたします。 

 

 ⑤ 分割する資産、負債の項目及
び金額 

 

 （平成15年９月30日現在） 
資産合計       580百万円 
負債合計       196百万円 
資本合計       384百万円 

 

 (3）新設会社の概要  
 名称    株式会社カメオイン

タラクティブ 
住所    大阪市淀川区宮原四

丁目１番６号 
代表者   代表取締役会長 
      園田 孝紘 
資本金   250百万円 
事業内容  オーディオ並びにマ

ルチメディア関連商
品の輸入・販売・サ
ポート 

 

 (4）分割承認総会  
  平成16年２月24日に臨時株主総

会を開催予定 
 

 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第13期）（自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日）平成15年６月26日近畿財務局長に提出 

 

(2）臨時報告書 

 平成15年５月15日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号及び第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時

報告書であります。 

 平成15年８月21日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（株式分割）の規定に基づく臨時報告書であります。 

 

(3）訂正報告書 

 平成15年12月９日近畿財務局長に提出 

平成15年８月21日提出の臨時報告書の訂正報告書であります。 

 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成15年３月１日 至 平成15年３月31日）平成15年４月３日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年４月１日 至 平成15年４月30日）平成15年５月７日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年５月１日 至 平成15年５月31日）平成15年６月２日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年６月１日 至 平成15年６月24日）平成15年７月１日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年６月24日 至 平成15年６月30日）平成15年７月１日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年７月１日 至 平成15年７月31日）平成15年８月５日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年８月１日 至 平成15年８月31日）平成15年９月４日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年９月１日 至 平成15年９月30日）平成15年10月２日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年10月１日 至 平成15年10月31日）平成15年11月６日近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成15年11月１日 至 平成15年11月30日）平成15年12月２日近畿財務局長に提出 



－  － 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 

 



 

 

中 間 監 査 報 告 書 
 

   

株式会社メガチップス   

 

 代表取締役社長 松岡 茂樹 殿  

 

 平成14年12月13日  

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 大橋 弘美  印 

 

 
代表社員 
関与社員 

 公認会計士 米沢  顕  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社メガチップスの平成14年４月１日から平成15年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成14年４

月１日から平成14年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略し、また、連結子会社については、中間監査実施基準

三に準拠して分析的手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。 

 中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認めら

れる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度と同一の基準に従って継続して適用されており、

また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大

蔵省令第24号）の定めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が株式会社メガチップス及び連結子会社の平成14年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



 

独立監査人の中間監査報告書 
 

   

株式会社メガチップス   

 

 取締役会 御中   

 

 平成15年12月22日  

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 大橋 弘美  印 

 

 関与社員  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社メガチップスの平成15年４月１日から平成16年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成15年４

月１日から平成15年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社メガチップス及び連結子会社の平成15年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成15年４月１日から平成15年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 
 追記情報 
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成15年10月１日に株式交換により株式会社メガフュージョン

（現株式会社メガチップスシステムソリューションズ）を完全子会社とした。また、会社は平成15年12月９日開催の

取締役会において、システム事業部門を株式会社メガチップスシステムソリューションズ（旧株式会社メガフュー

ジョン）に吸収分割により承継させる会社分割契約書の承認を決議し、同日、契約を締結した。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



 

中 間 監 査 報 告 書 
 

   

株式会社メガチップス   

 

 代表取締役社長 松岡 茂樹 殿  

 

 平成14年12月13日  

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 大橋 弘美  印 

 

 
代表社員 
関与社員 

 公認会計士 米沢  顕  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社メガチップスの平成14年４月１日から平成15年３月31日までの第13期事業年度の中間会計期間（平成14年４月

１日から平成14年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。 

 この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠し、中間監査に係る

通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査において当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠し

て財務諸表の監査に係る通常実施すべき監査手続の一部を省略した。 

 中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般に公正妥当と認められる

中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間財

務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号）の定

めるところに準拠しているものと認められた。 

 よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が株式会社メガチップスの平成14年９月30日現在の財政状態及び同日

をもって終了する中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



 

独立監査人の中間監査報告書 
 

   

株式会社メガチップス   

 

 取締役会 御中   

 

 平成15年12月22日  

 朝 日 監 査 法 人  

 

 
代表社員 
関与社員 

 
 
公認会計士 大橋 弘美  印 

 

 関与社員  公認会計士 成瀨 幹夫  印 

 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社メガチップスの平成15年４月１日から平成16年３月31日までの第14期事業年度の中間会計期間（平成15年４月

１日から平成15年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社メガチップスの平成15年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成15

年４月１日から平成15年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 
 追記情報 
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成15年10月１日に株式交換により株式会社メガフュージョン

（現株式会社メガチップスシステムソリューションズ）を完全子会社とした。また、会社は平成15年12月９日開催の

取締役会において、ＬＳＩ事業部門を新設分割により設立する「株式会社メガチップスＬＳＩソリューションズ」に

承継させる会社分割計画書及びシステム事業部門を株式会社メガチップスシステムソリューションズ（旧株式会社メ

ガフュージョン）に吸収分割により承継させる会社分割契約書の承認を決議し、同日、契約を締結した。さらに、株

式会社メガチップスシステムソリューションズ（旧株式会社メガフュージョン）は平成15年12月９日開催の取締役会

において、オーディオオーサリング事業部門を新設分割により設立する「株式会社カメオインタラクティブ」に承継

させる会社分割計画書の承認を決議した。 

 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上 

 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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